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訳註
この翻訳を読むかたへ一訳者より一
　人文 ・社会科学研究における表現の自由は，一つの国家の民主的成熟度を示す指標たりうる 。
近年の中華民国（台湾）における，急激でかつ徹底的な「静かな革命」による重大な変化も ，此
処に如実に反映している。すなわち，戒厳令下の教条主義的研究成果を訣別乃至止揚したことに
よって，最近の学界状況は一新された。研究をとりまく各種学術環境の整備ともあいまって，主
題設定や立論の自由はもはや，回帰不可能な段階にまで到達したと思量される 。
　李登輝によるｒ中国と台湾とは特殊な国と国との関係」という声明，あるいはｒ台湾は主権国
家である」といった主旨の表明も ，２１世紀の超大国 ・中華人民共和国をいたづらに刺激 ・挑発す
るための観測気球ではない。ましてや独↓を焦る苛立ちの賜物とも ，全く次元を異にする。すな
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わち，アジア四小龍の優等生として経済成長を遂げ，既に実体を有する先進的 ・民主的杜会が誕
生した結果，中華民国（台湾）においてｒ国家」という概念が意味する内容が大きく変容したの
である。それは中華人民共和国があいかわらず抱き続ける，大国主義的 ・覇権主義的「国家」概
念とは必然的に乖離している。総統によるｒ鶴の一声」というよりは，むしろ，様々な立場に身
を処す自由が公認された台湾人民による，ふきあれた風雪に耐えぬいてようやく獲得した果実と
しての，新たな地平におけるｒ国家」認識がうまれたのであろう 。わたくしは，一連の発言の背
景をこのように解釈したい 。
　中華民国（台湾）において政治 ・杜会の質的転換が完了しつつあるという事は，わが国で中国
問題や台湾問題を学ぶ研究者にとっ ては，１９９０年代半ば以降になると ，ほぼ学界的な「常識」と
して既に認知されていると思われる 。しかしながら，近隣分野一とりわけ東アジア史研究の成果
を意識して内在化しようとしている日本史研究一において，はたしてこれが，正当に認識，ある
いは評価されているのだろうか？ 最近になっても ，いくつかの研究の脚註や参考文献 ・引用なと
を通じてみる限り ，台湾における最新の成果が無視 ・軽視されている場合が少なくない，と見受
けられる 。
　ここに翻訳 ・紹介するのは，林美莉「十年来台湾有関抗戦時期経済史社会史之研究」というサ
ーベイ論文の全文，及び初校時に増補の要請があ った１９９９年度前半に発表された研究成果をめぐ
る追記である 。原文は『近代中国史研究通訊』第２６期（中央研究院近代史研究所，１９９８年９月）に原
載された。まず，著者について，簡単に紹介しておこう 。
　林美莉（Ｄ。． Ｌｉｎ　Ｍ．ｙ－ｌｉ）女士は，１９６３年５月生まれ。台北の東呉大学歴史学系を卒業後，同校
助手を経て国立台湾大学歴史学研究所（修士課程）に学び，さらに東呉大学歴史系 ・淡江大学歴
史系 ・国立中央大学経済系及び歴史系で教鞭をとるかたわら，国立台湾師範大学歴史学研究所
（博士課程）で研究を深め，１９９５年に博士学位を取得，１９９７年１２月より中央研究院近代史研究所に
助研究員として勤務されている 。
　次に，林女士の主な業績としては，『抗戦時期的貨幣戦争』（国立台湾師範大学歴史研究所専刊２６ ．
１９９６年）をはじめ，「戦時生産局的成↓与活動一以租借法案的配合為中 ・し・」（ｒ国史館館館』第１５期 ，
１９９３年），「抗戦時期的走私活動与走私市鎮」（ｒ紀念七七抗戦六十週年学術研討会論文集』，聯経出版公
司， １９９７年），「抗戦時期法幣的大小票問題　通貨発行与物価上帳史実的一個観察」（ｒ中央研究院近
代史研究所集刊』第２９期，！９９８年）などがあり ，台湾における中国近現代経済史研究を先導する若
手の代表格といってよいだろう 。
　近年の問題関心は，上記リストからも窺える通り ，抗日戦争時期の経済史に注がれている 。世
界的にも研究史が手薄な当該時期の史実解明に対して，その成果が大きく貢献するものと期待さ
れている 。
　ところで，本文にもあるように，これまで台湾では「サーベイ論文」乃至「研究史整理」，あ
るいは「文献目録」や「工具書」編纂的な仕事は，その労の大きさにふさわしい評価を得ること
が困難であった。したがって，例えばわが国の研究者が台湾における最新の研究成果に接したい
と希望しても ，日頃から努めてアンテナを張り巡らせていない限り ，研究の存在そのものを認識
することすら容易ではなかった。訳者は昨年度（１９９８～１９９９年），国立政治大学歴史学研究所にお
いて大学院生を指導する機会に恵まれたが，『東洋学文献類目』はいうに及ばず，『史学雑誌』や
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『東洋史研究』各号巻末の「文献目録」に類似した情報の入手すら，現地の研究者にとってもか
なり面倒な作業であることを知った次第である 。
　その意味においても本稿は貴重な里程標のひとつであり ，ここに紹介された許多の研究成果を
吸収することによって，いわゆる「日中戦争史研究」の水準も飛躍的に向上すると確信する 。さ
らに『近代中国史研究通訊』（中央研究院近代史研究所発行，半年刊），あるいは『近代史学会通訊』
（中国近代史学会発行，半年刊），また『近代中国』（近代中国雑誌社，月刊）や『伝記文学』（伝記文学
雑誌社，隔月刊）などの台湾における歴史学会誌の提供する情報が，量的にも質的にもいっ そう
充実することが望まれるのである 。
　また，ここ四半世紀の歴史的経緯とも関係して，本稿が紹介する各種雑誌などをわが国におい
て入手 ・閲覧することが困難な場合も多い。地味ではあるが，学会誌や紀要の交換などは大切な
交流事業である。将来的には，財団法人交流協会日台交流センターなどの主導による公的学術交
流の内容的充実を切に願うとともに，入手が不可能な研究成果の閲覧を必要とする方は，とりあ
えず訳者まで照会されたい（〒５２５－８５７７滋賀県草津市野路東１－１－１立命館大学経済学部気付，また
はＥＭａ１１ｙｋｔ００９３３＠ｅｃ　ｒ１ｔｓｕｍｅｌ　ａｃ　ｊｐ）。
　最後に，凡例的な事柄を述べておく 。¢本稿にはもともと脚註はなく ，わが国の読者にとって
必要と思われる部分に対して，訳者の責任において註釈を加えた。　また，本文中に挿入が可能
であると判断した訳者による補足 ・加筆については，括弧［１を用いて原文と区別している 。
　さらに第２章の中の小見出（・）～（ｉ）は，原文の内容に則って便宜的に記したものである。＠日本
語としてのめりはりを考え，改行は適宜これをおこなっ た。 　漢字は原則として，正字（繁体
字）から常用漢字および制限漢字（ともに日本式の略字）に改めた。＠初校時に著者より増補の申
し入れがあ ったので，この内容を「追記」として和訳し，本文末尾に収録した 。
　拙い翻訳ではあるが，この作業を快諾して下さった著者の林美莉博士に対して感謝申し上げる
とともに，本稿が微妙な時期と問題をめぐって，旺盛かつ良心的な研究活動を展開している，数
多くの日本史研究者の眼にふれることを期待している 。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊　　　＊
１． 緒　　　　　論
　１９８８年，中央研究院近代史研究所が出版した『近六十年来的中国近代史研究』［上冊 ・下冊１は ，
公刊された論著を対象に，国内外の学者による中国近代史研究の成果をふりかえり ，また後学の
ために将来の研究方向の手引きを提供し，まさに歴史学界における一大盛事であ った。二年後の
１９９０年，高明士［台湾大学歴史系教授１が編集した『中国史研究指南』全５冊［聯経出版公司１があ
いついで世に問われ，その内容には山根幸夫編『中国史研究入門』［上 ・下，山川出版社，１９８０年初
版１の中国語訳，及び台湾と香港における関連した論著の紹介が含まれており ，研究者が中国史
研究の既存の成果と発展の趨勢を把握するに際して，すこぶる有益なものである 。
　この二つの著作の出版から現在に至るまで既に十年に近く ，学界に蓄積された論著の成果も少
なくはない。もしも適宜これら研究テーマに対して整理し得たのであれば，それは極めて意義深
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いことである 。しかしながら，定期的に学術研究のための回顧をするといった習慣は，国内では
いまなお発展途上であり ，その主たる原因は長期にわたって培われてきた学術的な気風に所在し
ている 。すなわち，研究プロジェクトの立上げにせよ職位の昇進にせよ，等しく個人の独創的見
解を具えた研究成果はかりを重視しており ，かかる気風がゆえに，研究者は本業に全力を投入し ，
みずからの研究成果に列挙する術のない書評，あるいはサーベイ論文に対しては，おのずと無関
心になっ てしまった 。
　また研究者が奉仕することを願っていたとしても ，論著の整理や配列，及び分類 ・分析の仕事
は容易に筆が進むものではない。紹介を試みる者が当該研究テーマと関連する成果を知り尽くし
ており ，完壁を期して玉石を並列したならば，あたかも「流水帳」［出納を羅列しただけの帳簿１の
ようになっ てしまう恐れがある。もしも重要なものを選択したとしても ，佳作を見落とす危険性
がある。筆者は本稿において，ここ十年間の台湾の学界における抗日戦争期の経済史，及び社会
史の研究成果を対象とした初歩的な紹介を行なう 。遺漏も多いかと思うが，大方のご叱正を通じ
て， より完全な内容に修正して行きたいと願っている 。
　筆者がこのテーマの紹介を選択した理由は，抗戦史研究が中国近現代史における新興の領域で
あり ，しかも将来的な発展の潜在力を多く秘め，今後の研究者による開拓に値すると着目したこ
とにある 。李垂漢［前　中国国民党中央委員会党史委員会王任委則は『近六十年来的中国近代史研
究』に寄せた「対日抗戦的史料和論著」のなかで次の如く指摘した。「わが国の抗日戦争に対す
る研究は，目下なお初期段階にある。台湾にしても大陸にしても ，現状では史料の発掘と公刊を
中心としており ，厳密な意味における歴史学的な著作は少数である」。 ここ十年の問，大陸と台
湾の棺案機関［一次史料を保管する文書館１が関連した史料を大量に公開乃至刊行したことによっ
て， 研究に参加する学者は日ましに増加し，抗戦史研究は初期段階から成長段階へと向かって適
進した。その具体的な事例は，抗戦史に関する論著が続々と出版され，さらに各地でたびたびシ
ンポジウムが開催されている点にも確認できる。しかしながら抗戦史の諸課題の中で，目下のと
ころ研究者の関心は多く政治 ・軍事方面に集中しており ，これに対して経済史 ・社会史において
は相当大きな研究上の空間が存在しているのである 。
　抗戦史研究の成果に関する報告として，大陸では既に『抗戦史研究』という雑誌があり ，彼の
地での関連成果および国内外の概況が紹介されている。わが方では中央研究院近代史研究所が編
集する『近代中国史研究通訊』，あるいは各大学の紀要や雑誌にも成果が散見される 。筆者は ，
　　　　　　　　　　　　王）公刊された著書，学位論文，雑誌及び各シンポジウムに提出された論文に依拠しながら，研究主
題に即して若干の分類をおこない，ここ十年問の台湾学界における関連研究成果を回顧し，あわ
せて『近六十年来的中国近代史研究』と『中国史研究指南』［第５冊１の二つの著書のなかに収録
されていない抗戦期の経済史 ・社会史をめくる論著の情報を補充したい 。
　加えて，史料は歴史研究の基礎であるが故，本稿において各種の課題や研究成果を紹介する際 ，
近年公開されつつある一次史料を用いて進められた研究の状況についても同時に論及し，学界の
参考に供したいと考えている 。
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２． 研究成果の分類と概要
　それぞれの論著が検討するテーマは，概ね次のような細目に分類することが可能であろう 。日
本の対華経済侵略の状況について； 農業生産活動と食料政策問題について；工業生産活動につい
て； 商業活動について； 貨幣 ・金融について； 財政について； 卒通 ・運輸について； 戦時社会と
社会的救済について； 戦時の女性と家庭の問題について； 児童の保育と教育について等々 。以下 ，
これらを順を追って一つづつ紹介したい 。
　（ａ）日本の対華経済侵略の状況について
　林明徳「日本対華北経済侵略（１９３３－１９４５）」（ｒ中央研究院近代史研究所集刊』第１９期，１９９０年）は
，
華北地域を範囲に，日本の該地における各種侵略行為を全面的に論じたもので，密貿易 ・産業統
制・ 麻薬交易などの活動が含まれている。戦時期の日本が麻薬貿易を利用して，中国経済の掠奪
を進めたことについて専門的に議論したものとして，陳鵬仁ｒ抗戦期問日本対華鴉片［アヘン１
政策」（上 ・中 ・下，ｒ国魂』第５８６～５８８期，１９９３年），李恩酒「日本在華北的販毒活動」（ｒ中央研究院
近代史研究所集刊』第２７期，１９９７年），張力「国際聯盟禁煙顧問委員会有関日本在華産鎗毒品的争
議」（紀念七七抗戦六十週年学術研討会，１９９７年）がある。各論文はそれぞれ日本側の政策検討 ・立
案次元，実際の活動及び国際的な反響の三つの方面から多重に考察されており ，日本の中国侵略
がまったくおのれの利益のためだけに行なわれ，決して中国と提携しながら共栄にむかって遭進
するための「聖戦」ではなかったことを証明している 。
　（ｂ）農業生産活動について
　中央研究院近代史研究所が１９８９年に出版した『近代中国農村経済史論文集』の中に，三篇の関
連した論文が収録されている。このうち，王幸均「抗戦時期中農所的発展和貢献」は，戦時に中
農所［中央農業実験所１が進めた農業関連の実験，各省の農政機構と連携した農業の拡張，国内外
の機構と進めた研究協力の豊富な成果を叙述し，中国農業発展史の重要な里程標であると評価し
ている。侯坤宏「抗戦時期的中国桐油事業」は国府の重要な輸出特産品を主題とし，桐油の生
産・ 販売活動と統制政策の執行について分析している。蘇雲峰「従南洋経験到台湾経験一関於一
九四五年以前的海南農業改良」では，１９３９年２月に海南島が日本軍によって占領された後，日本
人が投資の統制と移民によって六十箇所以上の農場を開発し，さらに新しい農産品種を導入し ，
農業生産力を上昇させた状況について説明した 。
　食料政策問題では，台湾の学界における研究成果は大後方での現象をめぐる討論に集中してい
る。 その主要なものを挙げれば，侯坤宏「抗戦時期糧食供求問題之研究」（台北 ：国立政治大学歴
史研究所［大学院歴史学研究科一以下同じ１碩士［修士一以下同じ１論文，１９８８年）においては，戦時食
料政策に関連する現象について，食料の需給調整や増産の効果，田賦徴実［土地税の実物徴収１，
人数に応じた食料配給，市場管制，食料価格の変動と人民生活への影響などから，深く立ち入 っ
て且つ完壁な論述がなされている 。侯坤宏はまた１９８８年から１９９２年にかけて大部六冊に及ぶ『糧
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２４０）
　　　　　　翻訳　林美莉「近年の台湾における抗日戦争期経済史 ・社会史研究の動向」（金丸）　　　　 １０ｇ
政史料』を陸続と編纂 ・出版し，国史館の農政と食料政策に関連する棺案を収録，学界のために
史料を提供した 。
　戦時の国府は充分な食料供給を確保し，軍需と民需を保証するために，田賦徴実政策を広げた
が， この政策の制定と評価をめぐって，侯坤宏「抗戦後期四川省田賦徴実政策之研究」（ｒ近代中
国』第５１期，１９８６年），李宇平「従租税国家走向企業国家一抗戦後期『中国農民経済研究会』対国
民政府田賦徴実政策的評論」（ｒ中国現代化論文集』，台北 ：中央研究院近代史研究所，１９９１年）がある 。
二つの論文は当時の政府及び民間の態度を具体的に研究しており ，比較しながら閲読する価値が
ある 。
　この政策が民間に在って各地で実際に執行された状況については，張力「足食与足兵 ：戦時陳
西省的軍事動員」（抗戦勝利五十週年国際研討会論文集編輯組編ｒ抗戦勝利五十週年国際研討会論文集』
，
台北　国史館，１９９７年）があり ，戦時期の陳西省臨時参議会の議事録に依拠しつつ，軍需食料の供
給と社会的負担の実態について詳細に輸郭を描きだした。胡健国「抗戦時期郡北五戦区軍糧供需
（民国三十年十月至三十二年九月）」（中華民国史専題討論会秘書処編『中華民国史専題論文集 ：第三届討論
会』，台北　国史館，１９９５年）は，国史館所蔵の財政部棺案のなかから「軍糧計核委員会会議記録」
を主な素材にして，郡北［湖北省北部１戦区で食料供給不足のために軍民が窮地に陥り ，田賦徴
購［土地税として供出された作物の買上げ１あるいは徴槍１土地税として供出された作物の奪取１政策が
実際の執行過程において等しく出現したという ，力量不足の点が描かれている 。辺区［原文では
「愉陥区」であるが，慣例に倣って「辺区」と修正した１に関して，趨台興の「抗戦時期中共在山東的
減租減息（１９３７－１９４５）」（台北 ：国立台湾師範大学歴史学研究所碩士論文，１９９８年）は，中国共産党の
食料政策についていくつかの検討をおこなった作品である 。
　（ｃ）工業生産活動について
　軽工業部門では，陳慈玉『近代中国機械繰締工業，１８６０－１９４５』（台北 ：中央研究院近代史研究所 ，
１９８９年）がある。本書では中央研究院近代史研究所が近年に整理 ・開放した農林部棺案を含む大
量の中国語 ・外国語史料が駆使され，近代製糸業の発展過程が研究されている。この内で，第３
章「抗戦時期無錫地区的糸藁糸糸工業」と第６章「抗戦時期的四川鱗糸業」では，それぞれ江兆銘政
権と国民政府統治下の工業活動が議論されており ，政府と企業家の役割に対する観察は，極めて
独創的な見解を備えている 。
　日本支配地域の重工業部門の活動状況に関しては，やはり陳慈玉が日本の中国における石炭業
統制をめくる多くの論文を執筆している。例えは，「戦時日本在華北煤磯的統制，１９３７－１９４５」
（ｒ中央研究院近代史研究所集刊』第２４期下冊，１９９５年），「戦時日本煤業統制下的華北臓工」（ｒ中華民国
史専題論文集 ：第三届研討会』，台北 ：国史館，１９９５年）や「中日戦争期間日本対山東煤嬢的統制」
（『第三届近百年中日関係史研討会論文集』，台北 ：中央研究院近代史研究所，１９９６年）などで，たいへん
参考になる 。
　戦時大後方［重慶国民政府支配地域１の工業活動は三つの大きな分類が可能である。すなわち ，
兵工廠 ・公営工場と民営工場であり ，近年ではそれぞれ研究成果が発表されている 。
　兵工廠について，王紫雲「抗戦時期兵工業的発展」（ｒ中華軍史学会会刊』第１期，１９９５年）では ，
国防部史政局の史料と工場内遷［工場の内陸部への疎開１の史料が用いられ，戦時大後方の軍事工
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２４１）
　１１０　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４８巻 ・第２号）
業の営業概況が述べられる。しかし，この主題は多くの重要な史料，例えば兵工署棺案が等しく
大陸の重慶市槽案館に残されており ，まだ閲覧することができないので，史料上の制約を受けて
おり ，学術的な水準は大陸の学者である陸大鐵と唐潤明が同年に編集 ・出版した『抗戦時期重慶
的兵器工業』（重慶出版社，１９９５年）には及ばない 。
　公営工場方面では，国民政府は戦時期，資源委員会によって大後方における公営工業の活動の
指導に対する責任を負 った。最近では多くの大学院生が国史館と中央研究院近代史研究所に保管
される資源委員会構案を利用して，学位論文を完成させている。林蘭芳「資源委員会的特種臓産
統制」（台北 ：政治大学歴史研究所碩士論文，１９８９年）［尚，この論文は１９９８年に国立政治大学歴史学系より
同名で出版された１は，タンクステン ・アンチモン ・スス ・水銀 ・ヒスマス ・モリフテンのハ種鉱
物の統制と採鉱活動，更にこうした特種鉱物を担保とした各国からの借款状況を論議する 。
　何素化ｒ抗戦時期国営煤磯的発展」（台北　台湾大学歴史研究所碩士論文，１９９０年），及び蕗月順
「資源委員会的電業建設（民国二十　　三十八年）」（台北政治大学歴史研究所碩士論文，１９９２年）は ，
各々資源委員会が運営した石灰業と電力業の発展史を研究したもので，中国現代工業史上の重要
な研究テーマを補充している。戦時における中国各地の電力産業の活動に関連した研究としては ，
この他にもさらに王樹椀「抗戦前後的西京電廠」（ｒ国史館館刊』第２０期，１９９６年）において，戦時
期西安電廠の組織 ・資金 ・設備と営業状況が分析され，また金丸裕一ｒ従破壊到復興 ？一従経済
史来看『通往南京之路』」（ｒ近代中国』第１２２期，１９９７年）では，日本が制圧した檎陥区における各
電力資本の意図と活動が描かれている。張力「陳甘地区的石油工業，１９０３－１９４９」（ｒ中国現代化
論文集』）は，石油業という新興工業に対する初歩的な検討であり ，工業史の新たな課題を開拓し
たものである 。
　民営工場方面では，荘焼明が南兄第二歴史棺案館の経済部 ・資源委員会槽案，およぴ林継庸日
記を利用して，戦時期の民営工場の内遷，また西北における工業開発活動といった課題を研究し ，
三篇の論文を完成させている。すなわち，「資源委員会与抗戦時期民営廠臓之内遷」（中華民国史
専題討論会秘書処編ｒ中華民国史専題論文集 ：第一届討論会』，台北 ：国史館，１９９２年），「抗戦時期中国
工廠内遷之発動」（ｒ近代中国』第１０７期，１９９４年），及ぴ「林継庸与戦時中国工業」（ｒ中華民国史専題
論文集 ：第三届討論会』）である（この中で，「林継庸与戦時中国工業」については，修訂を経たのち ，１９９６
年に嘉義の明東出版社から同名で出版された）。 この他の成果として，林美莉「戦時生産局的成立与
活動一以租借法案的配合為中心」（ｒ国史館館刊』第１５期，！９９３年）は，戦時国民政府の大後方にお
ける工業活動の管理政策と資金援助活動を討論した。中国は英米の経験を借用し，政府によっ て
民営事業を維持し，それは軍事工業生産を強化する試みであ ったとする。林蘭芳「抗戦時期工業
合作理論基礎之形成」（ｒ立法院院聞』第２４巻第６期，１９９６年）は，大後方の工業合作運動の理念と試
行の過程を分析している 。
　（ｄ）商業活動について
　何思圓迷「抗戦時期的専売事業（１９４１－１９４５）」（台北政治大学歴史研究所碩士論文，１９９２年 ，尚，こ
の論文は同名で１９９７年に国史館より出版された）は，台湾海峡両岸の財政部関係の棺案を利用して ，
戦時期国民政府の各種専売事業（燐寸 ・煙草 ・砂糖塩）の実施と効果，及びその戦時財政と社会
経済に対する影響を全面的に分析したものである 。同時に『抗戦時期的専売史料』［台北 ：国史
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２４２）
　　　　　　翻訳林美莉「近年の台湾における抗日戦争期経済史 ・社会史研究の動向」（金丸）　　　　 １１１
館， １９９７年１を編纂し，史料の公刊作業も進めている。何思腿は同稿を完成させた後，戦時専売
に関する課題の研究を継続しており ，「抗戦時期国民政府之食塩専売制度」（中華民国史専題討論会
秘書処編ｒ中華民国史専題論文集 ：第二届討論会』，台北 ：国史館，１９９３年）や「抗戦初期我国沿海存塩
之槍運済鋪」（紀念七七抗戦六十週年学術討論会，１９９７年）等は，博士論文の補論と看取される 。
　戦時期の商業活動は統制を基調にしているものの，人為的な封鎖と制限では民問経済力による
利益追求のための往来を根絶させることは到底不可能であり ，極めて広範な地域において密貿易
活動が生じた。これが，林美莉「抗戦時期国民政府対走私貿易的応対措施」（ｒ史原』第１８期 ，１９９１
年）と同「抗戦時期的走私活動与走私市鎮」（紀念七七抗戦六十週年学術討論会，１９９７年）の二篇の論
文における主題である 。林美莉は財政部と経済部の棺案を用いて研究を進め，密貿易活動とは ，
戦時中国の屈折した市場経済ネ ットワークと失調した物資の需給が見いだした解決に向けた道で
あっただけでなく ，封鎖を受けていた大後方に応戦のための資源を提供したものであった事を説
明した 。
　林満紅ｒ中日関係之一糾結 ：１９３２至１９４１年問台湾与東北貿易加強的社会意酒」（ｒ第三届中日関
係史研討会論文集』）は，九一八事変から太平洋戦争に到る期間の，台湾と中国東北地域の貿易活
動を研究テーマにしており ，地域間の具体的な交易活動状況が述べられる 。この他，戦時企業の
管理制度について，劉文賓「近代中国企管思想与制度的演変，１８６０－１９４９」（台北政治大学歴史
研究所博士論文，１９９８年）の民国時期についての記述は，戦時経済体制の背景を理解するのに有用
である 。
　（ｅ）貨幣 ・金融について
　卓遵宏には国史館所蔵の財政部棺案を利用して，国民政府の法幣政策実施後から抗戦勃発時に
至る各種金融施策を分析した多くの論文がある。たとえば，「中国貨幣金融改造与抗日備戦」
（ｒ国史館館刊』第２０期，１９９６年），「中国貨幣金融改造与抗日準備（１９３２－１９３７）」（胡春恵主編ｒ紀念抗
日戦争勝利五十周年学術討論会論文集』，香港珠海書院亜洲研究中心，１９９６年），「抗戦初期国民政府的
金融措施」（ｒ近代中国』第６５期，１９８８年），ｒ抗戦初期的財政金融」（ｒ歴史月刊』第１１４期，１９９７年）で
，
これらの作晶は，その旧作『中国近代幣制改革史』［国史館，１９８６年１の延長線上に位置した成果
である 。
　抗日戦争全期間の貨幣について研究領域を設定したものに，劉文賓と林美莉の論文がある 。劉
文賓「国民政府的法幣政策及其実施（１９３５－１９４８）」（台北政治大学歴史研究所碩士論文，１９８８年）は
，
法幣政策実施の効果，戦時期の法幣と日本俺偲政権がくり広げた貨幣戦争の状況，戦時財政と法
幣発行の問題，及び戦後の通貨膨張問題を全面的に分析している。林美莉「抗戦時期的貨幣戦
争」（台北 ：台湾師範大学歴史研究所博士論文，１９９５年 ：本稿は１９９６年に国立台湾師範大学から出版され
た）では，戦時期における国民政府 ・俺偲政権と中共政権による通貨発行及び貨幣競争が議論さ
れている。関内での三大政権が発券した通貨レート強弱の現象と傾向とが分析され，各政権の貨
幣戦を利用して統治範囲を拡大せんとした成果が検討された。地域的な金融業の活動については ，
羅雲錦「抗戦時期的昆明金融」（ｒ雲南文献』第２２期，１９９２年）によって代表されよう 。
（２４３）
　１１２　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４８巻 ・第２号）
　（ｆ）財政について
　侯坤宏「抗戦時期的中央財政与地方財政」（台北　政治大学歴史研究所博士論文，１９９６年）は，国
史館所蔵の行政院 ・国民政府と財政部櫨案，及び南只の中国第＿歴史槽案館所蔵の財政部構案を
含む史料を蒐集し，戦時期国民政府の財政方針，課税系統と地方財政問題を分析し，戦時財政問
題を全般的に照射した枠組と見通しとを提起した。同「抗戦時期的地方財政」（紀念七七抗戦六十
週年学術研討会，１９９７年）の基本的な内容は博士論文の第４章部分であり ，若干の加筆 ・修正が施
されている 。
　戦時における借款問題に関しては，劉彼齢「抗戦時期中美桐油借款之研究」（ｒ国史館館刊』第１４
期， １９９３年）と同「抗戦時期中美華錫借款的成立与運用」（ｒ国史館館刊』第１９期，１９９５年）の二篇の
論文があり ，ともに国史館所蔵の財政部楮案を用いて，戦時期の中米双方が桐油と錫を抵当とし
て締結したバーター借款について，交渉から締結，物資引渡さらに運用に至る過程と利害損得を
分析し，米国の対華経済援助の歴史的意義を全面的に論述している 。
　戦時財政を蝕んだ汚職問題については，陳昭順「『何成溶将軍日記』所透露的戦時粛貧失敗原
因」（ｒ歴史月刊』第７２期，１９９４年）にその一端を窺うことができる。戦時物価統制とその効果をめ
くる論著は極めて少なく ，陳逢申「戦時国民政府的物価統制政策一以西南後方為例」（ｒ台北師院
学報』第１０期，１９９７年）が参考になる。戦時財政に関わった人物研究には，卓遵宏「孔祥煕的財政
観」（ｒ近代中国歴史人物論文集』，台北 ：中央研究院近代史研究所，１９９３年）という専論がある。財政部
長孔祥煕が戦時に制定した財政施策の理念を分析しており ，国民政府上層部の戦時財政問題の解
決に対する見方を了解することができる 。
　（９）交通 ・運輸について
　洪喜美「抗戦時期四川之駅運」（ｒ国史館館刊』第６期，１９８９年）と同「抗戦時期西北之駅運」（ｒ国
史館館刊』第８期，１９９０年），及び朱浦蓬「抗戦時期湘川運輸概況」（ｒ国史館館刊』第１２期，１９９２年）
の三篇の論文は，いずれも国史館所蔵の行政院 ・交通部槽案を利用し，大後方域内の運輸事業に
ついての研究をまとめたものである。大後方の対外交通に関する論文は，簡笙賛「抗戦期問中国
的対外交通」（ｒ歴史月刊』第１１４期，１９９７年），また呉釧義「漠緬公路与中国抗日戦争（１９３７－１９４２）」
（ｒ紀念抗日戦争勝利五十周年学術討論会論文集』）の二つの著作が佳作という印象を受ける。会社の営
業状況を研究対象としたものもあり ，例えば葉健青「中国航空公司的創弁　中国民航的開端」
（ｒ中華民国史専題論文集 ：第一届討論会』）は，国史館の交通部槽案を素材に，戦時期の中国航空公
司が租借法案による支援を通じて，戦時後方のために物資を運搬した経過を明かしている 。
　郵政事業に関しては，摩徳修が郵政総局の史料を用いて，『抗戦時期国民政府的郵政事業』（台
北　自費出版，１９９２年）と「戦時陥区郵政的維持与戦後接収概況」（ｒ近代中国』第９０期，１９９２年）の
二篇の論文を完成させ，それぞれ国民政府の戦時大後方，及び日本支配地域における郵政事業を
議論している 。
　（ｈ）戦時社会について
　これに関連する研究成果は比較的少なく ，重要なものを列挙すれば，戦火から避難するために
出現した人口流動現象をめぐる，偏祖賭「抗戦期間内遷人口対西南社会経済的影響」（ｒ紀念抗日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２４４）
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戦争勝利五十周年学術討論会論文集』），及び呂芳上「抗戦時期遷徒運動一以人口 ・文教事業及工廠
内遷為例的探討」（ｒ紀念抗日戦争勝利五十周年学術討論会論文集』）があり ，ともに大規模な人口の疎
開が，内陸部に沿海地域の新しい生活様式を持ち込み，エスニック ・グループ（族群）の融合を
促進したと認識する 。
　陳逢申「抗戦時期重慶的社会変遷」（台北 ：中国文化大学歴史研究所碩士論文，！９９５年）は，［中国国
民党中央委員会１党史委員会の膨大な史料を利用し，戦時の首都における大量の新移民と旧杜会
との交雑のために生じた，人口構造の変化，家庭と婚姻，社会運動を含むさまざまな衝撃を描写
している 。呂士朋「抗戦時期的杜会動員」（慶祝抗戦勝利五十週年両岸学術研討会壽備委員会編ｒ慶祝
抗戦勝利五十週年両岸学術研討会論文集』，台北 ：聯経出版公司，１９９６年）は，各階層にまたがる人々が
民族的聖戦に参加した様子が略述されており ，とりわけ農民の悲惨な境遇と女性の地位向上に対
する議論に重きがおかれている 。
　陳清敏「抗戦時期社会救済的行政規定与措施」（ｒ中華民国史専題論文集 ：第二届討論会』）は，国
史館の国民政府 ・行政院棺案を用い，戦時期国民政府による難民の救護や斡旋，また就業の組織
的訓練や児童難民の教育 ・養育に関する施政を分析する。巫仁恕「戦争与疾疫　抗戦後期的疫情
与疫政（１９４０－１９４５）」（ｒ中華軍事史学会会刊』第３期上冊，１９９７年）は，国防部の史料を用いて，各
種疾病の流行状況及びその防止措置を分析し，戦争が如何にして民衆の健康に脅威を及ぼしたの
かという経緯を具体的に述べた，極めて独創性の高い研究である。侯坤宏「由絹私到暴動 ：民国
三十五年四川江油県中填鎮『二二八』事件」（ｒ慶祝抗戦勝利五十週年両岸学術研討会論文集』）は，戦
時民衆反乱の具体的事例と性質を議論している 。
　（１）戦時の女性と家庭について
　この分野は最近になって漸く研究されはじめた。具体的な成果としては，王孟梅「抗戦時期的
婦女工作」（台中　東海大学歴史研究所碩士論文，１９８７年），葉飛鴻「抗戦時期中共辺区的婦紡運動」
（ｒ中華民国史専題論文集 ：第二届討論会』），梁恵錦「抗戦時期婦女戦地服務工作」（紀念七七抗戦六十
週年学術研討会，１９９７年），及ぴ呂芳上「男一種『偽組織』　抗戦時期婚姻与家庭問題初探」（ｒ近代
中国婦女史研究』第３期，１９９５年）がある 。
　児童に関する研究は，保育と教育 ・養育機関の活動に集中しており ，王孟梅「抗戦時期的児童
保育」（ｒ国立雲林技術学院学報』第１期，１９９２年），梁恵錦「戦時児童保育会（民国二十七年三月至三十
四年九月）」（ｒ中華民国史専題論文集 ：第二届討論会』），賀凌虚「抗戦期間的広東児童教養院」（ｒ近代
中国』第９８期，１９９３年）がある。こうした研究は，戦時期の雑誌史料に依拠したり ，あるいは自ら
の経歴を回憶しながら，かつて国家の主人公であった人々の歴史を甦らす 。
３． 回顧と展望一結語にかえて一
　最近，台湾歴史学界の抗戦史に対する研究成果は，槽案史料の開放と利用とによって長足の進
歩を遂けた。本稿で回顧した研究業績は，僅かな部分が旧作の再整理や増補である以外，大多数
が近年開放された棺案史料を用いて研究を進めた新たなる課題であり ，抗戦史研究の内容が広く
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かつ深くなった。台湾海峡両岸においてこのところ大量に棺案史料が開放され，研究者に莫大な
素材が提供されたため，ようやくこうした豊かな成果が誕生したのである。特に指摘すべきは ，
多くの若い学者が槽案精選の作業を開始したことであり ，これはたいへんよろこばしい現象であ
る。
　こうした成果を検討した後，筆者はまだ多くの抗戦期経済史 ・社会史に関するテーマが発掘を
待っていることを知った。もしも時間と精力をかかる棺案史料の中に注ぎ込めば，おそらくより
完壁な研究成果を得られるだろう 。
　例えば農業生産や農政問題について，中央研究院近代史研究所楢案館の経済部農林司棺案は ，
ほとんど閲覧している人がいないようだ。戦時期の水利建設問題は，やはり目下研究する人はい
ないが，この方面に関する史料としても ，中央研究院近代史研究所棺案館の行政院水利委員会の
膨大な槽案が閲覧可能である 。
　工業活動についてみると ，資源委員会の史料を利用する研究者は多かったが，同じく工業指導
機関である経済部工業司史料の使用頻度はかなり低い。また，戦時財政問題に関して，財政部棺
案を用いる学者は多かったが，当該時期に各地の軍政長官が設立した戦地経済委員会の史料は ，
余り注意されていないようだ。管見によれば，財政部棺案は中央の政策決定過程を反映したもの
で， 戦地経済委員会は地方の現実を報告しており ，極めて注目するに値するのである 。
　交通 ・運輸方面の成果は多くないが，国史館所蔵の交通部構案を利用した学者はわずか数名に
過ぎない。これもまた，より研究を深めるべき領域である。社会史研究の場合，構案史料が非常
に部分的であり ，研究に従事する学者の数とテーマも少なく ，それ故に現在の成果は明芽段階に
あり ，今後の努力がまたれる。更に，抗戦時期の江兆銘政権統治区の経済及び社会活動を専門と
する学者は極めて少数で，研究成果も満足する状況でない 。
　研究の仕事を順調に進めていくためには，学者はできるだけ速やかに各地の構案史料の状況に
通じなければならない。抗戦時期の経済史 ・社会史にとりくむ研究者にとっ て， 最もよく利用さ
れている台湾地区の櫓案機関は，中央研究院近代史研究所棺案館 ・国史館 ・［中国国民党中央委員
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）会１党史委員会である。この内，近代史研究所構案館が既に史料目録を出版している他，現在で
は史料編目のコンピューター入力作業も完成し，検索方法が仕上がるのを待って中央研究院のネ
ットに乗る。この時には現時点では出版されていない注政権棺案の目録も一緒に提供されるので ，
検索はたいへん便利になるだろう 。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）　党史委員会では，その史料がかなり以前に整理されてガリ版刷りの目録が発行されていたが ，
この目録は現在では番号と史料とが符合しない状況で，研究者は史料カードを検索して確認しな
ければならない。このカードは一つが陽明山中興書屋に，もう一つが国父紀念館孫逸仙図書館２
階に置かれているので，先ずは都心でしっ かり目録を調査し，その後で陽明山に登って史料を閲
覧した方が好い。今年［１９９８年１末，党史委員会は新築された中国国民党中央党部に移転し，槽
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）案史料も一緒に陽明山から市内に運ぱれるので，交通の便はとてもよくなる 。
　国史館の場合，以前は学者が史料を閲覧する時，初めに必ず目録を調べ，後に史料を借りなけ
ればならなかったが，今年［１９９８年１１０月に国史館槽案目録が編集 ・出版されるので，多くの手
　　　　　　　　　　　　　　　　　５）問を省略することができるようになる。国史館の朱重聖副館長によれば，国史館は研究者に対し
て全面的な開放方針をとり ，既に整理を終えた槽案を自由に閲覧できる他，目下整理中である楮
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案であっても ，研究上の必要があれば特別申請の提出が可能であるという 。また国史館も現在 ，
史料をネ ットに乗せる企画が実現化しそうであり ，ますます研究者の便宜が考慮されるであろう 。
　大陸の学界と比較した時，台湾における棺案史料の所蔵数は大陸に遥かに及ばないものの，若
干の貴重な史料は台湾においてのみ求められ，また各楮案機関の研究者に対する奉仕の質，及び
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）史料を蒐集する際の利便性は，大陸の機関の追従を許さない 。
　さらに，大陸の学界における抗戦史研究の論著には，依然としてイデオロギーによる指導とい
う原則が充満しており ，史料はどうしてもこの論述上の束縛に引きずられ，本来あるべき学術的
水準を降下させている。台湾の学界におけるここ十年の成果を見れば，テーマ設定の範囲も広範
であり ，なおかつ台湾所蔵の史料を用いる以外にも ，大陸へ赴き関連した史料を蒐集し，その論
述の実証的基礎を豊かにしているが，これらも現在の大陸の学界では真似することのできない長
所である 。
　抗戦時期の経済史と社会史の課題は，海峡両岸の学界においてまだ相当大きな発展の空間があ
る。 しかも研究者は，概ね櫨案の解禁と公開の進度に応じて研究を進めている 。たとえば，大渓
棺案ｒ蒋介石文書１が国史館に移管されて整理された後，昨年［１９９７年１末時点では，開放された
史料は民国２６［１９３７１年以前に制限されていたが，今年［１９９８年１５月になって，１９６９年の「壽
筆」（蒋介石手稿）部分まで公開され，７月初めに至ると全ての部分が開放された。この史料を用
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）いて研究を進める学者にとっ ては，一大ニュースである。この他，いくつかの研究テーマは史料
が大陸地区の棺案館に集中しているため，海峡両岸の史料が順調に交流 ・運用され，これまでに
築かれた良好な基礎の上に，共同して歴史研究の新領域を拓く作業の展開が大いに期待されるの
である 。
４． 追記一１９９９年上半期の研究成果一
　本稿を発表してから今日に至るまで，さらに幾つかの抗日戦争期社会経済史と関連した論著が
公刊された。学術的情報の迅速なる交流のためにも ，初校を機会に簡単に補足させていただきた
いと願う 。
　抗戦期の財政に関連して，中央研究院近代史研究所では１９９８年１１月２７日から２８日にかけて ，
「財政与近代歴史学術研討会」を開催し，その論文集が１９９９年６月に出版された。この中では ，
四篇の論文が上記王題に関係している 。
　陳淑鉄「蒋経国対章貧南財政的整頓及其赦果（１９３９－１９４５）」は，蒋経国がタングステン鉱石によ
る利益の回収，塩税の追加徴収，また各地に開設した公営商店及び募金を，建設経費の財源に充
当したことを分析した。劉煕明「抗戦時期関内偽軍的財源」は，戦時期占領地域における俺偲軍
組織及び指導者層の金銭や実物などの財源に基づきながら，俺偲軍はおしなべて現地自活（就地
自養）を原則としており ，私に徴税 ・食料調達（徴糧）や交易活動を行なうことを通じて，その
生存のための財源を得ていたと分析した 。
　林美莉「抗戦時期国民政府実施戦時利得税的政策与反応」は，国史館の財政部棺案及び大陸で
出版された直接税に関連した史料を用いて，国民政府が税制改革に運用するとして開拓した新た
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なる税源によって，財政危機が解決されたという政策的な努力と効果を議論したものである。侯
坤宏「抗戦時期的税務控案」は，やはり国史館財政部棺案を利用しながら，末端における（基
層）財政史の角度から，戦時人民の生活状況を観察する 。
　この他，戦時期の工商業者と政府問の相互関係については，張瑞徳「抗戦時期大後方工商業者
的心態与行動」（ｒ国立台湾師範大学歴史学報』第２７期，１９９９年）が詳細に分析を行なっている。それ
によると ，戦時期における工商業者は普遍的な資金 ・器材の欠乏と政府による経済統制によって
苦況におかれたが，彼らとて先方からの無理難題を受け流したり言われるままに搾取されていた
だけではなく ，各種行動を取り得たという 。そこには，集会による請願，買溜や売惜しみ，密交
易， 脱税などが含まれ，甚だしい場合には官側との衝突も辞さず，みずからの利益を擁護したの
であった 。
　以上が，本稿発表から１９９９年前半までの期問，台湾において新たに発表された主な研究の主題
と概要であり ，本文中で論及した傾向が，さらに深まっていると看取された次第である 。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊　　　＊
　訳註
　　 １）台湾においては，ワープロ等が普及する以前から，修士 ・博士の学位論文を提出する時には，事前
　　　に印刷 ・製本を行なう習慣があった。これらを閲覧しようとする場合，台北市の国家図書館へ出向く
　　　のが最も確実であるが，中央研究院近代史研究所郭廷以図書館などにも ，相当数が寄贈されている 。
　　　また，当然ながら各大学の歴史系図書室には卒業生の学位論文が揃っている。最近の論文に関しては ，
　　　複写や引用の可否について著者がみずからの著作権について明記しており ，学位を授与した大学経由
　　　で著者に照会すれば，現物を入手できる可能性も高い 。
　　２）中央研究院近代史研究所では，これまでに次の棺案目録を出版している。¢『外交棺案目録彙
　　　編』２冊，　『経済棺案函目彙編第１冊（１９０３－１９３７）』 ，　『同前第２冊経済部（１９３８－１９４８） ，
　　　資源委員会（！９３６－１９５２）』，＠『同前第３冊水利（１９３４－１９４８），農林（１９４０－１９４９），塩務
　　　（１６７０’ｓ－１９５０ ’ｓ）』，＠『中外地図目録彙編』２冊 。
　　３）『中国現代史資料調査目録』全１０冊（１９６８年発行）。 中央研究院近代史研究所のスタッフが進めた作
　　　業であるため，郭廷以図書館で閲覧できる。わが国では，東洋文庫レファレンスで開架されている 。
　　　しかし，後述の通り ，党史委員会の移転にともない，新聞 ・公報 ・雑誌類の保管場所を確保できず ，
　　　その帰趨が注目される 。
　　４）陽明山の旧蒋介石別荘を台北市政府に返還した結果，党史会は既に台北市中山南路の中国国民党中
　　　央党部へと移転している 。
　　５）朱文源主編『蒋中正総統楮案目録』全２冊（国史館，１９９８年）。 この他，国史館が所蔵する史料の
　　　概要を紹介したものとして，『国史館現蔵国家楮案概述』（国史館，１９９６年初版）がある 。
　　６）　こうした点については，張健稼「蒐集大陸地区棺案経験雑談」，及び許慧埼「上図双月記」（とも
　　　に『近代史学会通訊』第９期，１９９９年）にまとめられた，台湾の若手研究者による中国大陸史料蒐集
　　　紀行がたいへん興味深い内容である 。
　　７）大漢棺案については，陳進金（三品英憲訳）「国史館所蔵『大渓楮案』について」（『近きに在りて
　　　一近現代中国をめぐる討論のひろば』第３１号，１９９７年）を参照されたい 。
（附記）本稿においてふれられていない，近年の中華人民共和国における研究成果については，さしあた
　　り黄逸平 ・李娼著（金丸裕一訳）「抗日戦争期中国経済史の研究について」（『帝京史学』第１０号，帝
　　京大学文学部史学科，１９９５年１月）を参昭されたい 。
（２４８）
